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ポーランド政治・経済・社会情勢 
（２０２０年２月１３日～２０２０年２月１９日） 

令和２年（２０２０年）２月２１日 

H E A D L I N E S 

政治 
全国裁判所評議会評議員の選出プロセスに関するリストの公開 

与党「法と正義」による大統領選挙に向けた党大会の開催 

野党「左派」の党大会の開催 

ブワシュチャク国防相，ＮＡＴＯ国防相理事会へ出席 

欧州委による規律部の活動差し止め仮処分の求めに対するポーランド側の反応 

チャプトヴィチ外相のフィンランド訪問 

チャプトヴィチ外相のリヒテンシュタイン訪問 

チャプトヴィチ外相のミュンヘン安全保障会議出席 

チャプトヴィチ外相のＥＵ外相理事会出席 

【お
願
い
】３
か
月
以
上
滞
在
さ
れ
る
場
合
，
「在
留
届
」を
大
使
館
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
大
規
模
な
事
故
・災
害
等
が
発
生
し
た
場
合
，
所
在
確
認
・救
援
の
根
拠
と
な
り
ま
す
。 

問
合
せ
先:

大
使
館
領
事
部 

電
話
２
２ 

６
９
６ 

５
０
０
５ 

F
ax 

５
０
０
６ 

各
種
証
明
書
，
在
外
投
票
，
旅
券
，
戸
籍
・国
籍
関
係
の
届
出
に
つ
い
て
も
ど
う
ぞ
。 

治安等 
違法賭博場の摘発 

ソーラーパネル窃盗犯の摘発 

ポーランド・ウクライナ国境での中東系密入国者の摘発 

当地情報機関の活動に関するカミンスキ内務・行政大臣兼特務機関調整担当大臣の発言 

反汚職庁（ＣＢＡ）長官の交代 

２０１９年の国内での犯罪組織活動状況 

警察，キーレスエントリーの電波盗用などによる車両盗難に注意喚起 

経済 
２０２０年予算案の下院通過 

ＥＵ次期中期財政枠組みに関する議論 

ＥＵ予算に関するモラヴィエツキ首相の寄稿 

欧州委によるポーランドのＧＤＰ成長率予測 

１月の消費者物価指数 

日本企業の進出動向 

ＰＫＰによる鉄道投資関連動向 

ＰＧＥグループによる電気自動車充電ステーションの設置 

電気自動車登録関連動向 

オストロウェンカ火力発電所増設関連動向 

原子力発電所の建設に係る動向 

大使館からのお知らせ 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

「たびレジ」への登録のお願い 

新型コロナウイルスに関する注意喚起 

新型旅券の交付開始に関する御案内 

大使館広報文化センター開館時間文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８， ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ http://www.pl.emb-japan.go.jp 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/
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政    治 

 

全国裁判所評議会評議員の選出プロセスに関する

リストの公開【１４日】 

１４日，マゾヴィエツキエ県行政裁判所は，下院議

長の要請により，全国裁判所評議会（ＫＲＳ）評議員

の選出プロセスで評議員候補者を支持した者のリス

トを非公開とした個人情報保護局の決定を破棄する

と発表し，これを受け，同日，下院は同リストを公開

した。 

 

与党「法と正義」による大統領選挙に向けた党大会

の開催【１７日】 

１７日，与党「法と正義」（ＰｉＳ）は，本年５月に実施

される大統領選挙でのドゥダ大統領の再選に向け，

党大会を開催した。ドゥダ大統領は，カチンスキ党首

をはじめとする党関係者や支援者に対する感謝を示

し，大統領としての主要課題は，国民の生活水準を

向上させ，国民に寄り添うことであると述べ，頻繁な

地方訪問の重要性を強調した。また，同党大会にて，

モラヴィエツキ首相は，ドゥダ大統領はポーランドの

前進につながる大きな変化をもたらしたとし，政府に

よる児童手当「５００＋」や年金受給者に対する一時

ボーナスの拡大は，ドゥダ大統領なくして実現できな

かった旨述べた。 

 

野党「左派」の党大会の開催【１７日】 

１７日，野党「左派」（Lewica）は，シフィドニツァ市

で党大会を開催した。大統領選挙での「左派」の候

補者であるビェドロン欧州議員は，安全保障とは軍

事同盟や軍隊だけでなく，何よりもまず，法律が遵守

され，民主的な機関が活動し，政治の透明性が確保

された，正常に機能する国家のことであるとし，現在

はこれらが存在せず，混沌や憲法違反，党利の隠蔽

が行われていると述べた。

 

ブワシュチャク国防相，ＮＡＴＯ国防相理事会へ出席

【１２日－１３日】 

 １２日，ブワシュチャク国防相は，ブリュッセルにお

いて行われたＮＡＴＯ国防相理事会に出席し，ＮＡＴ

Ｏ加盟国国防相と中東情勢について議論を行うとと

もに，各種任務・作戦における防衛能力の強化及び

テロに対するＮＡＴＯの今後の取り組みについて意見

交換が行われ，イラクにおける活動を継続すること

で合意された。また，ブワシュチャク国防相は，ヴィ

シェグラード諸国（ポーランド，チェコ，スロバキア，ハ

ンガリー）及び英国との会合にも出席し，今後如何に

協力を強化していくべきかについて意見交換が行わ

れた。さらに，同国防相は，エスパー米国国防総省

長官と二国間の安全保障関係及びディフェンダー２

０演習について意見交換が行われた他，ルーマニア，

クロアチア，イタリア及びウクライナの国防相とも会

談を行った。二日目の１３日には，ＳＳＣ－８を含むロ

シアの新たなミサイルシステムに関する課題と同盟

国による対応の可能性について議論が行われた。 

 

欧州委による規律部の活動差し止め仮処分の求め

に対するポーランド側の反応【１３日】 

１３日，ポーランドの裁判官の規律制度に対するＥ

Ｕ法違反手続き関し，ポーランド政府は，欧州委が

欧州司法裁に最高裁規律部の活動を差し止める仮

処分を求めることは受け入れられず，ＥＵも欧州司

法裁もＥＵ加盟国の内政に干渉する権限はないとの

見解を示した。欧州司法裁は，１３日までに同問題に

関するポーランド側の説明を求めていた。１５日，欧

州司法裁は，欧州委が同規律部の活動差し止めを

求めることに関する意見聴取を３月９日に行うと発表

した。 

 

チャプトヴィチ外相のフィンランド訪問【１３日】 

１３日，チャプトヴィチ外相はフィンランドを訪問し，

ハーヴィスト外相と二国間関係，欧州安全保障，ＥＵ

の東方政策，ＥＵ拡大政策の継続等について協議し，

ＥＵ拡大について，両国が近い立場にあると述べた。

また同外相は，ニーニスト大統領にも面会し，安全

保障，東方・地域政策における協力の強化に対する

希望を示した。 

 

チャプトヴィチ外相のリヒテンシュタイン訪問【１４日】 

１４日，チャプトヴィチ外相はリヒテンシュタインを

訪問し，アロイス皇太子殿下と二国間協力について

協議した他，エッゲンバーガー外相と人道，経済，開

発分野の他，欧州経済地域（ＥＥＡ）内における二国

間協力等について協議した。 

 

チャプトヴィチ外相のミュンヘン安全保障会議出席

【１５日】 

１５日，チャプトヴィチ外相はミュンヘン安全保障

会議に出席し，ル・ドリアン仏外相，ディ・マイオ伊外

相，ボレルＥＵ上級代表，セドウィル英国国家安全保

障問題担当首相補佐官とパネル・ディスカッションに

参加し，脅威の流入源について中東欧諸国とＥＵの

複数の西側諸国は異なる見方をしており，それが共

通欧州戦略の発展を困難にさせている旨述べた。こ

内    政 

外交・安全保障 
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の他，同外相はザリーフ・イラン外相と二国間協議を

行った。 

 

チャプトヴィチ外相のＥＵ外相理事会出席【１７日】 

１７日，チャプトヴィチ外相はブリュッセルで行われ

たＥＵ外相理事会に出席し，ＥＵ加盟を目指している

アルバニア，北マケドニアを３月３－５日にＥＵ外相

グループがこれら諸国との連帯を示すために訪問す

る計画をポーランドが進めていると述べた。

 

治    安    等 

 

違法賭博場の摘発【１３日，１６日】 

 １３日及び１８日，警察はルブスキエ県及びシロン

スキエ県で違法賭博場の摘発を行い，設置されてい

たスロットマシーン等を押収した。ポーランドでは無

許可賭博，スロットマシーンの保有は禁じられており，

スロットマシーン無許可保持が判明した場合，１機あ

たり１０万ズロチの罰金が科せられる。 

 

ソーラーパネル窃盗犯の摘発【１４日】 

 １４日，国境警備隊は，ポーランド・ドイツ付近で盗

品のソーラーパネル１１２枚（総額６万４，０００ズロチ

相当）を輸送していたポーランド人の男２名を拘束し

た。輸送されていたソーラーパネルはドイツ国内で盗

難されたものと見られ，被疑者は国境付近で見知ら

ぬ男からパネルを託されたと供述している。 

 

ポーランド・ウクライナ国境での中東系密入国者の

摘発【１５日】 

 １５日深夜，国境警備隊は，ポーランド・ウクライナ

国境近くのポドカルパツキェ県ヴェルフラタでウクラ

イナから徒歩で密入国したトルコ人を拘束した。被疑

者は，ポーランド側で車で待ち受けていた密入国あ

っせん業者と合流し，ドイツに移動する計画だったと

供述しており，国境警備隊は，同業者（スウェーデン

人及びウクライナ人）も同時に拘束した。 

 

当地情報機関の活動に関するカミンスキ内務・行政

大臣兼特務機関調整担当大臣の発言【１５日】 

 １５日，カミンスキ内務・行政大臣兼特務機関調整

担当大臣は下院で演説し，当地情報機関の活動状

況等について発言した。この中で同大臣は，ポーラ

ンド情報機関の最大の課題は国内の米軍基地の防

諜に関する任務にあると述べ，数か月前に国内に駐

留する同盟国の部隊の防諜を取り扱う部署を設立し

任務に当たらせているとした上で，同部署は軍情報

機関を含むポーランドの各情報機関出身者からなる

混成チームで，米国機関とも連携して任務に当たっ

ていると述べた。 

 

反汚職庁（ＣＢＡ）長官の交代【１９日】 

 １９日，ジャリン特務機関調整担当大臣付報道官

は，ベイダ反汚職庁（ＣＢＡ）長官の退任に伴い，アン

ジェイ・ストロジニＣＢＡ大佐がモラヴィエツキ首相に

よって新たなＣＢＡ長官代理に任命されたと発表した。

ストロジニ長官代理は，ＣＢＡ以外では警察，公安庁

（ＡＢＷ）での勤務歴があり，直近ではＡＢＷカトヴィ

ツェ支部の責任者を務めており，テロ対策や経済犯

罪の取締りに関する経験が豊富とされる。また，同

長官代理は，ＡＢＷカトヴィツェ支部長任期中には，

２０１６年に当地で拘束されたパリ同時多発テロ事件

関係者とされるＩＳＩＬ構成員ムラド・Ｔに関する捜査に

も関与したとされる。 

 

２０１９年の国内での犯罪組織活動状況【２０日】 

 国家警察本部中央捜査局（ＣＢＳＰ）が発表した２０

１９年の年次報告によれば，２０１９年現在，ポーラン

ド国内で活動している犯罪組織の総数は８１１で，前

年比６９減となった。このうち，地元のものは６６６組

織，前年比７６減で，国際犯罪組織に認定されたの

は１３０組織であった。ＣＢＳＰは，付加価値税（ＶＡＴ）

脱税やＥＵ基金詐欺などの経済犯罪に関与する犯

罪組織が増加している点も指摘しており，経済犯罪

で摘発された犯罪組織関連団体の数は３１７で前年

比２５増となった。他方，複数の犯罪に関与する組織

は６９組織，前年比２３減，薬物犯罪に関与する組織

は２９５組織，前年比７９減となった。２０１９年中にＣ

ＢＳＰが国内外で摘発した犯罪組織の数は１８２（前

年比５減）で，同年中に犯罪組織の活動に関与した

容疑で３，８００名がＣＢＳＰに逮捕された。 

 

警察，キーレスエントリーの電波盗用などによる車両

盗難に注意喚起【２０日】 

 当地では，従前からキーレスエントリーを悪用した

車両盗難事案が度々発生しており，警察が注意喚

起を行っている。同手口は，スーツケース・メソッドと

呼ばれ，車両のリモコンキーが常時発信する微弱な

電波を増幅する特殊な装置を使い，鍵を使うことなく

車両を解錠・エンジンを始動して盗み出すもので，最

近もウツキェ県ベウハトゥフで３０万ズロチ相当のＢ

ＭＷが同手口で盗難される事件が発生したとされる。

警察は，アパートの玄関や窓の近くなど電波を探知

される可能性のある場所に鍵を放置しない，可能で

あれば金属製の箱など電波を遮断する場所で鍵を

保管することなどを呼びかけている。 
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２０２０年予算案の下院通過【１４日】 

１４日，下院は２０２０年予算案を賛成２３１，反

対２１７，棄権１で可決した。歳入及び歳出はいず

れも４，３５３億ズロチとされている。前提となる政

府経済見通しは，ＧＤＰ成長率３．７％，物価上昇

率２．５％と想定している。 

 

ＥＵ次期中期財政枠組みに関する議論【１４－１７

日】 

１４日，ミシェル欧州理事会議長はＥＵの次期中

期財政枠組み（２０２１年～２０２７年）案を提示した。

同案では，予算を加盟国ＧＮＩ総額の１．０７４％，１

兆９４８億２，７００万ユーロとすることが提案されて

おり，右は２０１８年に欧州委が提案した１兆１，３４

５億８，３００万ユーロ（対ＧＮＩ比１．１１％）よりも少

なくなっている。同案は，２０日の特別欧州理事会

において議論される。結束政策予算は３，２３０億

ユーロと現行予算よりも減額となるが，資金配分方

法の変更により，富裕国向けの割当分から約６０

億ユーロをより貧しい国に配分することも提案され

ているという。シマンスキ首相府大臣（欧州問題担

当）は，議案では，欧州委案よりも結束政策予算の

ポーランドへの割当は３０億ユーロ以上増えており，

また，共通農業政策（ＣＡＰ）予算についても，少な

くとも５０億ユーロは増額しており，交渉の初期段

階よりもポーランドの置かれた状況は改善している

と述べた。なお，ポーランドは「公正な移行基金」か

らも約２０億ユーロの割当を受けることが見込まれ

ているが，ミシェル議長の提案では，２０５０年まで

の気候中立達成にポーランドが合意するかどうか

次第で，同資金割当が国別配分の５０％に制限さ

れる可能性があるという。 

 

ＥＵ予算に関するモラヴィエツキ首相の寄稿【１９日】 

モラヴィエツキ首相は，フィナンシャル・タイムズ

紙への寄稿において，予算交渉は単なる算術的な

作業ではなく，政治的優先事項を財政枠組みに反

映させていくべきであるとし，ＥＵ予算の削減は欧

州を弱体化させる可能性があるとした。その上で，

加盟国の総拠出と単一市場から得られる便益の

間には顕著な関連性があることをデータは示して

おり，予算の検討に際し拠出額と受取額の差額に

焦点を当てることは誤解を招くおそれがあると指摘

した。同首相は，２０１０年～２０１６年にヴィシェグ

ラード４か国（Ｖ４）がＥＵから受け取った資金はＧＤ

Ｐの１．５％～４％に相当するが，ＥＵ１５か国（２０

０４年以前の加盟国）の投資家が同時期にＶ４諸国

から得た配当や財産所得はＶ４諸国のＧＤＰの４～

８％に達したこと等を挙げ，ＥＵ予算は財政負担と

してではなく，投資として認識されるべきとした。ま

た，モラヴィエツキ首相は，英国のＥＵ離脱のコスト

はより公平に分配されるべきであり，結束政策や

共通農業政策（ＣＡＰ）の大幅な削減は正当化でき

ず，むしろ歳入強化策の，金融取引税，デジタル税，

単一市場税，航空税等の導入に焦点を当てるべき

とした他，付加価値税（ＶＡＴ）徴収の改善等もＥＵ

各国の野心的な予算確保の手段であると提案した。 

 

欧州委によるポーランドのＧＤＰ成長率予測【１３

日】 

欧州委は，ポーランドのＧＤＰ成長率予測を２０２

０年，２０２１年ともに３．３％とし，前回予測を維持

した。また，ＥＵ全体のＧＤＰ成長率予測について

は，２０２０年，２０２１年ともに１．４％と予測。各国

別では，マルタ（４．０％），ルーマニア（３．８％），ア

イルランド（３．６％），ポーランド（３．３％），ハンガ

リー（３．２％）の順に高い経済成長が予測されて

いる。 

 

１月の消費者物価指数【１４日】 

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，１月の消費者物

価指数（ＣＰＩ）は対前年同月比４．４％増，対前月

比０．９％増となった。これは，２０１１年以来の高い

上昇率となっており，過去２か月で１．８ポイント上

昇した。ただし，専門家は，インフレは現在の水準

から大きく上昇することはないと見ている。１月の

物価上昇は，主に食料及び電力価格の高騰が原

因である。ある専門家は，ＣＰＩは２０２０年第１四半

期は４．０％超で推移し，年末にかけて３．０％台に

落ち着いていくと予想し，金融政策委員会による利

上げはないと見ている。また，報道機関が専門家

に行った調査によると，３７名のうち２３名が現段階

で利上げを行うことは誤りであると回答した。 

 

 

 

 

 

経    済 

経済政策 

マクロ経済動向・統計 
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日本企業の進出動向【１３日】 

株式会社クラレは，ポーランド南西ジブナ・ブトカで

，洗剤包装フィルム向けの新工場の設立を発表した。

洗剤，化粧品，食品等の個包装フィルム需要の拡大

を受けて，２０２２年の稼働を目指す（総投資額約５０

億円）。 

 

ＰＫＰによる鉄道投資関連動向【１７日】 

ポーランド国鉄ＰＫＰは，２０２０年に鉄道駅の開

発（既存駅の近代化，新駅の建設）のために１６．５

億ズロチの投資を計画している。約３四半期分は，

ＥＵ基金によって賄われ，第４四半期分がＰＫＰ及

びポーランド政府により賄われる見込みである。現

在，５３か所で建設作業が行われており，２５個の

駅のための入札が組まれている。同計画では１８９

の駅が対象となっている。

ＰＧＥグループによる電気自動車充電ステーションの

設置【１７日】 

国営電力会社ＰＧＥ Ｎｏｗａ Ｅｎｅｒｇｉａは，フォルク

スワーゲングループと協力し，２年間で３００の新しい

電気自動車用充電ステーションの設置を計画してい

る。現在，同社はポーランド全土で６６の電気自動車

用充電ステーションを運営しており，月間約１，５００

名が利用しているが，２０２０年までにその数を３倍に

する計画。 

 

電気自動車登録関連動向【１７日】 

ポーランド代替燃料機構及びポーランド自動産業

商工会議所（ＰＺＰＭ）の報告書によれば，ポーランド

では，２０２０年１月末時点で，約９，１００台の電気自

動車が登録されている。この数字はポーランドで登録

されている車の台数（１，７６０万代）の０．５％となっ

ている。同電気自動車のうち６０％は，バッテリー型

電気自動車（ＢＥＶ）であり，残りはプラグインハイブリ

ッド型（ＰＨＥＶ）である。また，２０２０年１月末時点で

重量積載車や輸送用バンは５４１台，電気バスは２２

５台となっている。 

オストロウェンカ火力発電所増設関連動向【１８日】 

  国営電力会社ＥｎｅｒｇａとＥｎｅａはオストロウェン

カ火力発電所のユニットＣの建設・財政支援等を中

断することを決定した。ＥＵの気候政策等が理由に

あげられている。同社は既に同ユニットの建設に

既に３億ズロチ投資をしており，本事業を完全に放

棄することはないと見られ，ガス燃料を用いたもの

に再設計する等の可能性もある。一方，サシン国

有財産大臣は，同ユニットは必ず建設すると述べ

た。 

 

原子力発電所の建設に係る動向【１８日】 

 １８日，ミュレル政府報道官は，国内の原子力建

設に係る最終決定を今年中に行うと述べた。原子

力発電は，気候中立のための戦略的なエネルギー

転換の基本となる。米国，韓国，フランスの海外企

業から原発建設について関心が示された。マクロ

ン仏大統領はポーランド訪問時，ドゥダ大統領と原

子力に係る議論を行っており，ポーランドにとって

原子力発電が二酸化炭素の排出削減に関して重

要な手段であると述べた。 

 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

最近，ドイツ以外のシェンゲン協定域内国に長期滞在を目的と申告した邦人が，経由地であるドイツでシェン

ゲン協定域内への入国審査を受ける際に入国管理当局から（１）最終滞在予定国の有効な滞在許可証，（２）ド

イツ滞在法第４条のカテゴリーＤ査証（ナショナル・ビザ），又は（３）同Ｄ査証に相当する滞在予定国の長期滞

在査証の提示を求められ，これを所持していないために入国を拒否される事例が発生しております。 

 このため，現地に到着してからの滞在許可証取得を予定し，最初にドイツ入国を予定している場合には，注

意が必要です。 

 ドイツ以外の国では同様の事例は発生しておりませんが，シェンゲン協定域内国での長期滞在を目的に渡航

する場合には，滞在国及び経由国の入国審査，滞在許可制度の詳細につき，各国の政府観光局，我が国に

存在する各国の大使館等に問い合わせるなどし，事前に確認するようにしてください。詳しくは下記リンク先を

御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_２.html 

（注）：シェンゲン協定とは，シェンゲン協定加盟国の域外から同加盟国域内に入る場合，最初に入域する国に

おいて入国審査が行われ，その後のシェンゲン協定域内の移動においては原則として入国審査が行われない

ポーランド産業動向 

エネルギー・環境 

大使館からのお知らせ 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_2.html
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といった協定です。 

○シェンゲン協定域内国（２０２０年２月現在）：２６か国 

アイスランド，イタリア，エストニア，オーストリア，オランダ，ギリシャ，スイス，スウェーデン，スペイン，スロバキ

ア，スロベニア，チェコ，デンマーク，ドイツ，ノルウェー，ハンガリー，フィンランド，フランス，ベルギー，ポーラン

ド，ポルトガル，マルタ，ラトビア，リトアニア，ルクセンブルク，リヒテンシュタイン 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では，「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降，一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており，今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え，イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ，以下のテロ対策をお願いします。 

（１）外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に，日頃から注意を怠らないようにする。 

（２）以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設，観光地周辺の道路，記念日・祝祭日等のイベント会場，レストラン，ホテル，ショッピングモール，ス

ーパーマーケット，ナイトクラブ，映画館等人が多く集まる施設，教会・モスク等宗教関係施設，公共交通機関，

政府関連施設（特に軍，警察，治安関係施設）等。  

（３）上記（２）の場所を訪れる際には，周囲の状況に注意を払い，不審な人物や状況を察知したら速やかにそ

の場を離れる，できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え，その場の状況に応じた安全確保に十分注意

を払う。 

（４）現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には，警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

（５）不測の事態の発生を念頭に，訪問先の出入口や非常口，避難の際の経路，隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を，３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。渡航先の最新安全情報や，緊急時の大使館又は総領事館からの連絡を受け取ることができます。ま

た，家族や友人，職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておくようにしてください。 

下記リンク先から「たびレジ」に登録することができます。 

https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

新型コロナウイルスに関する注意喚起 

 新型コロナウイルスの感染が中国をはじめとするアジア諸国において報告されています。今後，それらの

国々だけではなく，感染が報告された国々に渡航していた方を介して，感染が拡大する可能性があります。 

現在のところポーランドで同ウイルスへの感染は確認されておりませんが，同感染の疑いのある事案が報じ

られています。最新情報を収集すると共に，手洗いうがいの励行，咳や発熱が認められる人に安易に近づかな

い等，感染予防に努めてください。 

外務省は本件に関し，広域情報を発出いたしました。在留届を提出した方及び「たびレジ」へ登録している方

には既にメールが配信されております。最新情報は，下記リンク先で御確認ください。 

https://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

新型旅券の交付開始に関する御案内 

令和２年２月４日以降，日本国内の旅券事務所及び在外公館において受理する旅券（パスポート）の発給申

請につきましては，新型の２０２０年旅券を交付することになります。同旅券はＩＣ内の個人情報の不正読取り等

を防ぐ機能を強化しているほか，偽造防止能力を高めるため，葛飾北斎の「冨嶽三十六景」をデザインに取り

入れています。なお，同旅券の最初の交付予定日は，旅券事務所や在外公館によって異なりますので御了承

ください。新型旅券のデザイン等につきましては下記リンク先を御覧ください。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/ca/pss/page23_002803.html 

 

〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間 

http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
https://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ca/pss/page23_002803.html
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月曜日 ９:００ – １９:００ 火曜～金曜日  ９:００ – １７:００ 

 

当センターでは，日本関連行事や各種展示のほか，マンガコーナーを含む書籍の閲覧，本・ＣＤ・ＤＶＤ等の

貸出しを行っています。 

イベント情報：https://www.facebook.com/JapanEmb.Poland 

 

問合せ先：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： ２２-５８４- ７３ ００ ，E メール：info-

cul@wr.mofa.go.jp，住所：Al. Ujazdowskie ５１, Warszawa） 

月曜日 ９:００ – １９:００ 火曜～金曜日  ９:００ – １７:００ 

 

 

文化行事・大使館関連行事 
  

〔予定〕 展覧会「Japan Art. & Craft Przebudzenie Mocy （日本美術と工芸 力の覚醒）」【３月６日（金）～３１

日 (火）】 

ワルシャワのギャラリーSTANSKA Gallery にて、展覧会「Japan Art. & Craft Przebudzenie Mocy（日本美術

と工芸 力の覚醒）」が開催されます。日本の甲冑と，クロ・コレクション（日本文化からインスピレーションを受

けて手作りで作られた，刺繍洋服のコレクション）が展示されます。入場料は無料です。 

開催場所：STANSKA Gallery of Art、al. Jerozolimskie 47, 05-077 Warszawa 

主催：芸術家及び手工芸家のための振興財団 

 

〔予定〕 日・ポーランド共同歴史シンポジウム【３月１０日（火）】 

ワルシャワ大学にて、日・ポーランド共同歴史シンポジウムが開催されます。入場料は無料です。 

開催場所：ワルシャワ大学歴史学部（Sala Kolumnowa），及びワルシャワ大学 Pałac Kazimierzowski （Sala im. 

Brudzińskiego），Krakowskie Przedmieście 26/28, 00-927 Warszawa 

主催：ワルシャワ大学歴史学部歴史研究所，ワルシャワ大学東洋学部日本学科 

 

本資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

https://www.facebook.com/JapanEmb.Poland
mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

